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2012年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の発行条件の決定に関するお知らせ 

 

当社は、平成19年２月14日開催の当社取締役会において決議いたしました2012年満期円貨建転換

社債型新株予約権付社債（以下「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債部分を「本社債」、新株

予約権部分を｢本新株予約権｣という。）の発行に関し､上記取締役会において未定であった発行条件に

ついて決定いたしましたので、既に決定済みの事項とともに、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

新株予約権に関する事項   
(1) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  本社債の額面金額と同額とする。 

   

 

 
(2) 転換価額  1,423 円 
 （ご参考）  

 決定日（2007年２月14日）における株価等の状況  

 イ．東京証券取引所における株価（終値）  1,095 円 

 ロ．アップ率［{(転換価額)/(株価(終値))－１}×100］  30.0 ％ 

   

(3) 組織再編等による繰上償還における償還金額 

組織再編等償還金額は、参照パリティ及び償還日に応じて下記の表に従って決定され、本社債の

額面金額に対する割合（百分率）として表示される。 

組織再編等償還金額(％) 

 参照パリティ 

償還日 70.0  80.0  90.0  100.0  110.0  120.0  130.0  140.0  150.0  

2007年３月５日 99.90 103.76 108.38 113.75 119.82 126.59 134.02 142.10 150.80 

2008年３月５日 99.80 103.50 108.01 113.31 119.38 126.17 133.66 141.82 150.62 

2009年３月５日 99.72 103.17 107.51 112.71 118.76 125.59 133.17 141.45 150.40 

2010年３月５日 99.61 102.62 106.66 111.71 117.73 124.65 132.40 140.91 150.14 

2011年３月５日 99.32 101.45 104.85 109.59 115.63 122.85 131.07 140.16 150.00 

2012年３月５日 100.00 100.00 100.00 100.00 110.00 120.00 130.00 140.00 150.00 
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上記の表において、参照パリティは、（イ）当該組織再編等に関して当社普通株主に支払われる

対価が金銭のみである場合には、当社普通株式１株につき支払われる当該金銭の額を、組織再編

等承認日時点で有効な転換価額で除して得られた値を百分率にて表示し、0.1％未満を四捨五入

した値とし、（ロ）上記（イ）以外の場合には、会社法に基づいて当社の取締役会において当該

組織再編等の条件（当該組織再編等に関して支払われ若しくは交付される対価を含む。）が承認

された日、又は取締役会において承認された日よりも後の日に当該組織再編等の条件が公表され

る場合には当該公表の日の、直後の取引日に始まる５連続取引日における当社普通株式の普通取

引の終値の平均値を、当該５連続取引日の最終日時点で有効な転換価額で除して得られた値を百

分率にて表示し、0.1％未満を四捨五入した値とする。「取引日」とは、株式会社東京証券取引

所が開設されている日をいい、終値が発表されない日を含まない。 

参照パリティ又は償還日が上記の表に記載されていない場合、組織再編等償還金額は、以下の方

法により算出される。 

（ａ） 参照パリティが上記の表の第１列目に記載された２つの値の間の値である場合、及び／

又は、償還日が上記の表に記載された２つの日付の間の日である場合、組織再編等償還

金額は、かかる２つのパリティ及び／又はかかる２つの日付に対応する上記の表中の数

値に基づき１年を 365日として線形補間により算出した数値（0.01％未満は四捨五入）

とする。 

（ｂ） 参照パリティが上記の表の第１列目の最も右に記載された値より高い場合、参照パリテ

ィはかかる値と同一とみなされる。 

（ｃ） 参照パリティが上記の表の第１列目の最も左に記載された値より低い場合、組織再編等

償還金額は100.00％とする。 

但し、組織再編等償還金額は、額面金額の150.00％を上限とし、上記の表及び（ａ）乃至（ｃ）

の方法に従って算出された値が150.00％を超える場合、組織再編等償還金額は150.00％とする。

また、組織再編等償還金額は、額面金額の100.00％を下限とし、上記の表及び（ａ）乃至（ｃ）

の方法に従って算出された値が 100.00％未満となる場合、組織再編等償還金額は 100.00％とす

る。 

 

(4) 上場廃止等による繰上償還における償還金額 

上場廃止等償還金額は、上記(3)記載の組織再編等償還金額の算出方法と同様の方法により算出

される。但し、参照パリティは、（イ）当該公開買付けの対価が金銭のみである場合には、公開

買付期間の最終日時点で有効な公開買付価格を、同日時点で有効な転換価額で除して得られた値

を百分率にて表示し、0.1％未満を四捨五入した値とし、（ロ）上記（イ）以外の場合には、公

開買付期間の最終日に終了する５連続取引日における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

を、公開買付期間の最終日時点で有効な転換価額で除して得られた値を百分率にて表示し、0.1％
未満を四捨五入した値とする。 
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【ご 参 考】2012年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の概要 

 

1. 社債の総額 

60億円 

2. 発行決議日 

2007年２月14日 

3. 払込期日及び発行日 

2007年３月５日（チューリッヒ時間、以下別段の表示のない限り同じ。） 

4. 本新株予約権を行使することができる期間 

2007年３月19日から2012年２月20日の銀行営業終了時（チューリッヒ時間）までとする。 

5. 償還期限 

2012年３月５日 

以 上 


